
税理士 市川 康明 （いちかわ やすあき）

ＭＪＳ税経システム研究所客員研究員

略歴：株式会社東京リーガルマインド（LEC）講師、成田公認会

計士事務所コンサルティング部部長を経て、現在、税理士法人

おおたか副代表。

主な著書：『贈与税の基本と特例Q&A』、『土地建物の譲渡所

得Q&A』（共著、税務経理協会）、『中小企業経営者のための

新事業承継税制ハンドブック』（共著、東京商工会議所）、他。

＊当日、会場にて承ります

自己株式は最近は非上場会社においても、分散した株式の買い集め、相続後の納税資金対策などに、広範囲に利用されて
います。 特に事業後継者が相続税納税に充てるために自社に対して、自己株式で購入してもらうケースが多くなってきていま
す。しかし、実務上難解な部分が多く、注意すべき事項も多く存在します。

そこで当セミナーでは、非上場会社が自己株式の取得や保有・処分等を実施する場合を想定し、それに伴う関係当事者の法
務手続き、会計処理及び税務処理を中心に解説します。特に実務家向けに実際の事例を多く入れて検討します。この数年で自
己株式に対する改正が入っていることから、実務で留意する事項を中心に解説します。

●関東信越ミロク会計人会会員お一人 ／ 無料

●上記会員事務所の方2人目からお一人につき ／ １，８５２円（税抜）

●ＴＶＳ会員事務所の方 ／ ４，６３０円（税抜）

●上記以外の事務所の方 ／ ６，４８２円（税抜）

平成２８年５月２０日（金） １３：３０～１６：３０（１３：００開場・受付）
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定員４０名
（先着順／定員になり次第締切）

株式会社 ミロク情報サービス 長野支社
〒380-0821  長野市鶴賀上千歳町1121-1 長野ＯＳビル４F 

事
務
局

事
務
局ご記入頂きましたお客様の個人情報は、本セミナーの受付業務・名簿作成・お客様へのご連絡及び今後のご案内に使用いたします。

セミナー事務局／櫻井

ＴＥＬ ： ０２６－２２４－８５０１

主催：関東信越ミロク会計人会 共催：長 野 ミ ロ ク 会 計 人 会 協 賛 ： ㈱ミロク情報サービス長野支社

＜関東信越税理士会認定研修 日本ＦＰ協会認定研修（3単位）＞

信州松代ロイヤルホテル
長野市松代町西寺尾１３７２－１ ＴＥＬ：０２６-２７８-１８１１

（上信越自動車道長野インターチェンジより約0.8Km・車で約２分）
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※E-mail必ずご記入ください

------ ご記入頂く情報について -----
お申し込みの際にご記入頂くお客様の個人情報は、当イベントの受付業務にあたり名簿作成を行いお客様への対応をする上で必要なものです。申し込み頂いた個人情報につきましては、セミナー講師、協賛各社および業務委託先へ提供
する場合があります。また、お預かりした情報は、今後開催される各種イベント、セミナーのご案内や当社および協賛各社からの製品情報のご案内に、利用させて頂くことがあります。ご案内が不要なお客様は、当社にご連絡を頂けれ
ば電子メール、ＤＭなどの送信発送を中止致します。当社では、記入して頂いた情報を当社個人情報保護方針に則り適切に管理し、お客様の承諾なく上記以外の第三者に開示・提供することは有りません。
当社の個人情報保護に関するお問い合わせは、「個人情報お問い合わせ窓口」にお願いいたします。
電話：03-5361-7011(平日9：00～12:00、13:00～17：00受付) FAX：03-5360-3430 Email：priv@mjs.co.jp
当社セキュリティポリシー：http://www.mjs.co.jp/securitypolicy/index.html

講師プロフィールの詳しい内容や、その他のセミナーの情報は、
ミロク会計人会＞研修会・セミナーのページをご覧ください。
https://www.mirokukai.ne.jp/seminar/index.html

本講座では、非公開会社が自己株式を買い取る場合の
注意事項や価額の問題、取得後の保有、消却の手続き、
処分の方法を解説し、法務・会計・税務の留意事項を実際
にあった事例を中心に検討します。

自己株式は実務ではかなり有効に利用できますが、自
己株式を買い取るときの価額がもっとも問題となることで
す。そこで、価格の問題にも言及いたします。

その上で、事例研究やケーススタディにより、中堅企業
において自己株式を利用したどのような資本政策ができる
のかを具体的に検討します。また、同族関係者や従業員
から自己株式として取得する際の留意点を述べます。
・自己株式の法律
・自己株式の会計処理
・自己株式の税務処理
・自己株式の活用事例

自己株式の取得・保有・処分の実務
～法務・会計・税務について～


